2018年度運動方針
１まえがき

　　日本退職者連合は、2017年7月14日開催の第21回定期総会で、「だれでもが生き生きと安心して暮らせる社会にするために、自らの主体的力量を高め、行動力を更に強化し、連合を始め目的を共有する幅広い市民団体等と連携し、さらなる運動の前進を図らなければなりません」とする運動方針を決定しました。
　　「生き生きと安心して暮らせる」ためには、平和でなくてはなりません。基本的人権や民主主義が何よりも大切にされなければなりません。さらに、年金、医療、介護など社会保障が生存権的に保障されなくてはいけません。幅広い市民団体との連携のためには、違いを違いと認めつつ、おおらかな運動形態を探ることが必要です。また、環境、差別、貧困といった世界にまたがる課題に挑戦する姿勢も大切なことです。
　　私たち高齢者は、現代の様々な問題を解決し、歩みを止めることなく次世代、次次世代へ命に優しい日本社会を引き継がなければなりません。
２　命にかかわる負担増と給付の削減
政府・与党は、消費税増税の２度にわたる先送りや、法人税の引き下げによる減収の帳尻合せ
のために、「骨太の方針2015」で社会保障関連費の伸びを来年度（2018年度）まで3年間、毎年5000億円以内に抑えるとの閣議決定に従い、社会保障費の給付削減・負担の増額を進めています。さらに政府は、2019年度以降も社会保障費の削減の道を探りつつあることが次第に明らかになっています。
第193通常国会においても、2015年の閣議決定にもとづき医療、介護保険の改悪案が提出され、政府案どおり強行可決されましたが、社会保障は、時の政府の独断で給付が決定されるものではなく、国民が人間らしい生活を営む権利として保障されるべきものです。
（１）年金保険
すでに厚生年金と国民年金の掛金は引きあげられていますが、世代間の給付水準の調整することを名目に、マクロ経済スライド調整率の導入により年金の受給額は確実に減少することとなりました。（第193通常国会で成立）
（２）医療保険
　　　　後期高齢者に対する「保険料軽減特例の廃止」に向けた見直し（2017年4月から）や、高額療養費の負担上限額の引き上げ（2017年8月から）、入院時の光熱水費相当額の引き上げ（2017年10月から）、など負担増が目白押しとなっています。
（３）介護保険
高額介護サービス費の引き上げ（2018年8月から）が行われることになっています。
３雇用の劣化こそが各種保険会計の逼迫の最大要因
　　人口の高齢化が進めば年金、医療、介護などの費用がかさむのは避けられません。そのため、安心して老齢期を迎えるためには、雇用を安定させ、安心して暮らせる雇用環境にしていくことが何より大切です、自公政権は、労働者派遣法を改悪し、「働き方改革」を口にしながら、残業代ゼロ労働、労働者の金銭解雇を可能にする労働法制の改悪を進めています。さらに、人件費の抑制、削減を求める企業にとって、使い勝手の良い法律を作ろうと考えています。
　　こうした労働法改悪の政策を転換させない限り、少子化だ、人手不足だいわれながらも、安定した仕事に就けない若者は増え続けることは避けられません。さらに不安定雇用・低賃金労働者の増大は、「結婚したくても結婚できない若者」を大量に生みだし、少子化の傾向に歯止めがかかりません。
　　また、昨年10月、「週20時間以上の労働者」など条件付きで短時間労働者に対する被保険者保険の適用拡大が図られましたが、未だ不十分といわざるを得ません。
　　
４貧困層は確実に拡大
　　昨年の全国の生活保護受給世帯は、月平均で163万世帯、1996年以降、毎年過去最高を更新し続けています。政府は、これを高齢化によるものとしていますが、近年、雇用不安や低賃金のために、20代、30代の若者も増加しています。また、国民年金だけでは生活が成り立たず、生活保護基準額との差額を受給せざるをえない高齢者、とりわけ高齢単身女性の受給者が増えています。
　　全国民の所得の中央値は約250万円で、その2分の１の125万円（月収10万4000円）以下で生活している人が「相対的貧困層」ということになります。2016年度の総務省の資料によれば、子供のいる現役世帯の相対的貧困率は15.1％で、全国民のほぼ6人に1人が貧困状態にあることになります。また、子供の貧困率も大きな社会問題となっており、学校の給食費さえ払えない子供は6人に１人となっています。
　　社会の批判に応える形で政府も2018年度から給付型奨学金の制度が導入されますが、金額、対象者ともさらなる拡充が求められています。
５何としても政治の現状を変えなければ
　　昨年の臨時国会で安倍政権は、国民の多くが反対しているにもかかわらず経済成長に大きく寄与するとの理由でカジノ賭博合法化法を成立させました。賭博の合法化で経済成長が可能とする考え方も疑問ですが、そもそも賭博中毒者が続出すると危惧されるように、人が不幸になる経済政策はまともな政策ではありません。
　　また、沖縄では、県民の総意とも言える反対を押し切って、普天間飛行場の辺野古移設を強行しており、東日本大震災の発生から6年が経過した今も、復興や原発事故の処理も不十分です。
　　さらに、森友学園の国有地払い下げや加計学院の獣医学部新設の不可解極まりない疑問の解明も遅々として進んでいません。さらには「監視社会」を導くとの批判の声を無視して「共謀罪」を強行に成立させました。
　　これ以上安倍内閣の暴走を許してはなりません。政治の流れを変える取り組みが大切です。このことこそが「希望が持てる」国への最短の道であると確信します。
６総論のまとめとして
　　政治の役割は国民を穏やかな生活に導くことです。煽りたてるように競争社会に国民を引き
ずりこむことではありません。戦争の危機を声高に訴えることでもありません。遠い未来を見つめて国民の合意を得ることが大切で、過ぎ去った過去を無批判に受け入れることではありません。
　ところで、最近、安倍首相はアベノミクスを口にしません。アベノミクス「三本の矢」は、２％の物価上昇を目指す安倍内閣の一枚看板でありましたが、目標は見通せず、国民を「持てる者と持たざる者」に分断しました。
　また、「新三本の矢」とは、①GDP600兆円をめざす、②子育て支援を充実し、出生率1.8をめざす、③介護離職ゼロを目指すというものですが、「新三本の矢」は、何処に行ったのでしょう。どれもこれも安倍政権では解決不可能な課題ばかりです。
　　日本は未だ世界第三位のGDPを誇る経済大国です。少子・高齢、人口減少社会に対応しなが
ら国民の生活の質を高め、平和な日本を取り戻す力が日本には充分あります。
